
「指定介護老人福祉施設」重要事項説明書

令和７年４月１日改定 

当施設は介護保険の指定を受けています。（宮崎県指定 第４５７０６００１８１号） 

 当施設は契約者に対して指定介護老人福祉施設サービスを提供します。施設の概要や提

供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

※当施設への入所は、原則として要介護認定の結果「要介護３～５」と認定された

方が対象となります。「要介護１～２」の方でも保険者が認める方は入所が可能で

す。 
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１．事 業 者 
  

 （１）法 人 名    社会福祉法人 ひまわり会 

 （２）法人所在地      宮崎県日向市大字富高字岩崎５４６番地１ 

 （３）電 話 番 号           ０９８２－５３－４００７ 

 （４）代表者氏名      理事長 森迫 建博 

 （５）設立年月日      昭和５２年７月５日 

 

２．施設の概要 
 

 （１）施設の種類    指定介護老人福祉施設  平成１２年２月１４日指定 

             宮崎県指定 第４５７０６００１８１号 

 （２）施設の目的        介護を要する高齢者に対し、施設サービス計画に基づいて入 

             浴、排泄、食事等の介護、その他の日常生活上の援助、機能 

訓練、健康管理及び療養上の援助を行う。 

 （３）施設の名称      特別養護老人ホーム永寿園 

 （４）施設の所在地   宮崎県日向市大字富高字岩崎５４６番地１ 

 （５）電 話 番 号         ０９８２－５３－４００７ 

 （６）管理者氏名    施 設 長  濱 口  昌 

 （７）当施設の 

     運営方針       

  

 

＜特別養護老人ホーム永寿園運営方針＞ 

１．私たちは、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って 

「安心・安全な暮らし」の提供に努めます。 

２．私たちは、地域社会の一員として自覚を持ち、行政、保健、医療等関連 

分野との連携を強化し、地域福祉の向上に努めます。 

３．私たちは、質の高いサービスが提供できるよう時代のニーズに対応しな 

がら、研修・研究に励み、専門性の向上に努めます。 

 

 

（８）開設年月日    昭和５３年４月１日 

 （９）入 所 定 員             ４０人 

 （10）建物の構造    鉄骨造３階建て 

 （11）建物の延べ 

床面積    ４,８４９.５２㎡ 
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 （12）併設事業 

     当施設では、次の事業を併設して実施しています。 

      ・特別養護老人ホーム永寿園（短期入所生活介護）  定員１０名 

     ・特別養護老人ホーム永寿園ユニット館       定員４０名 

     ・永寿園デイサービスセンター           定員４０名 

     ・永寿園介護支援センター 

 （13）施設の周辺環境 

      当施設は、日向市街からさほど離れていない閑静な住宅街の高台にあり、日向灘 

      を望む展望もすばらしく、静かで日当たりもよく、生活するには最適の環境です。 

 （14）第三者評価の受審状況  令和元年度（令和２年２月１０日）受審 

                                評価機関     E A：宮崎県社会福祉協議会 

                                結果の開示：当法人及び県社協ホームページに開示 

 

３．居室等の概要 
 

 ＜居室等の概要＞ 

   当施設では以下の居室・設備をご用意しています。 

居室・設備の種類 室  数 備    考 

個   室 
４０室 

（１９室） 

１階…２室、２階…３８室 

（内、眠りＳＣＡＮ ｅｙｅ設置居室数） 

一時介護室 １室 眠りＳＣＡＮ ｅｙｅ設置 

食   堂 ３室  

機能訓練室 １室 [主な設置機器]滑車訓練器、肋木、平行棒 

浴   室 ３室  

医 務 室 １室  

静 養 室 １室  

 

☆居室の変更：契約者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状 

況により施設でその可否を決定します。また、契約者の心身の状況により居室を変 

更する場合があります。その際には、緊急の場合を除き、契約者や家族等へ事前に 

連絡します。   

 

☆居室に関する特記事項 

   各個人用の収納を準備しています。ただし、持ち込みも可能です。 
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＜「眠りＳＣＡＮ ｅｙｅ」の使用について＞  

契約者の事故予防、事故発生時の早期発見及び早期対応並びに録画画像の活用によ 

る事故原因の分析及び再発防止策の検討のために「眠りＳＣＡＮ ｅｙｅ」を導入し 

ています。 

「眠りＳＣＡＮ ｅｙｅ」とは、契約者の「睡眠・覚醒・起き上がり・離床」の状 

 態が変わったときや、呼吸数・心拍数が設定した条件になったとき等にリアルタイム 

 でスタッフの携帯端末やパソコンに通知するシステムです。カメラと連動しています 

 ので居室に訪室する前に契約者の状態が確認できます。また、録画機能がついていま 

 すので、万が一、事故が発生した場合でも録画画面を確認することにより事故原因の 

 分析ができます。 

使用に対しての費用負担は、ありません。 

ただし、台数に限りがありますのでケア会議等で使用する対象者については、施設

で決定させていただきます。 

つきましては、使用に同意いただける場合には、別紙の同意書に必要事項のご記入

をお願いします。なお、同意いただけない場合は、カメラ機能をオフにして使用させ

ていただきます。 

 

４．職員の配置状況 
 

  管  理  者   １名   

            事業所経営の責任者。苦情解決責任者。 

    介 護 職 員       E A   U看護職員と合算で１４名以上 U  

                       契約者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助言 

            等を行います。 

    A生 活 相 談 員       E A     U１名以上 U  

                       契約者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 

    A看 護 職 員       E A     U２名以上 

                       主に契約者の健康管理や療養上のお世話を行いますが、日常生 

                  活上の介護、介助等も行います。 

    機能訓練指導員     U１名以上 

                       契約者の機能訓練を担当します。 

    介護支援専門員     U１名以上 

                       契約者に係る施設サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

    A管 理 栄 養 士       E A     U１名以上 

                       契約者の栄養管理を行います。 

    嘱  託  医     U１名 

                       契約者に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 

    事  務  員   U１名以上 

                       施設の庶務及び会計事務に従事します。 

※併設の短期入所事業所との合算の職員数です。 
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   ＜主な職種の勤務体制＞ 

 

職   種 勤  務  体  制 

  １．A介 護 職 員     E 

  標準的な時間帯における最低配置人員 

  早朝：   ７：００～ ９：００       ４名 

  日中：   ９：００～１６：００     ８名 

  夜間：  ２２：００～  ７：００      ２名 

  ２．A看 護 職 員     E 
  前勤：  ７：３０～１６：４５    １名 

  中勤：   ９：４５～１９：００       １名 

 

５．当施設が提供するサービスと利用料金 
 

  当施設では、契約者に対して以下のサービスを提供します。 

  当施設が提供するサービスについて、 

  （１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額を契約者に負担いただく場合 

    があります。 

 

  ※利用料金については、別表をご参照ください。 

 

 （１）介護保険の給付の対象となるサービス 

 

   以下のサービスについては、利用料金の大部分が介護保険から給付されます。 

 

  ＜サービスの概要＞ 

①食 事（但し、食費は別途頂きます。） 

    ・当施設では、契約者に対し、その状態に合わせた食事の提供を行います。 

    ・契約者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを原則   

    としています。 

       ［食事時間］  朝食：8:00～ 昼食：11:45～ 夕食：17:30～ 

   ②入 浴 

    ・入浴又は清拭を週２回以上行います。 

    ・寝たきりでも機械浴槽を使用して入浴することができます。 

   ③排 泄 

    ・排泄の自立を促すため、契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

   ④機能訓練 

    ・契約者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の回復又はそ 

    の減退を防止するための訓練を実施します。 
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   ⑤健康管理 

    ・医師や看護職員が、健康管理を行います。 

   ⑥その他自立への支援 

    ・寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。 

    ・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行なわれるよう援助します。 

 

 （２）介護保険の給付対象とならないサービス 

   

   以下のサービスは、利用料金の全額が契約者の負担となります。 

 

   ＜サービスの概要と利用料金＞  

   ①特別な食事（お酒を含みます。） 

    ・契約者のご希望に基づいて特別な食事を提供します。 

     ○利用料金：要した費用の実費 

   ②理髪・美容 

    ・契約者の希望により、理美容師の出張による理髪・美容サービスをご利用いた 

    だけます。 

     ○利用料金：実 費 

   ③預かり金の管理 

    ・契約者の希望により、預かり金の管理を行います。詳細は、以下の通りです。 

     ○管理する金銭の形態：現金又は金融機関に預け入れている預金 

     ○現金の振込先 

   宮崎銀行 日向支店 普通預金 口座番号 １３６４２６４ 

  社会福祉法人ひまわり会 特別養護老人ホーム永寿園 

  施設長  濱口 昌 

     ○お預かりするもの：現金又は上記預貯金通帳と金融機関へ届け出た印鑑 

     ○保管管理者：施設長 

     ○出納方法：「預かり金規程」に基づき適正に処理します。 

     ○領収書：翌々月のお便りと一緒にお送りします。 

      （例：４月分の領収書は、６月分のお便りと一緒に５月末に発送します）     

○利用料金：無料（特殊な場合は、協議の上料金を頂く場合があります。） 

   ④レクリエーション、クラブ活動 

    ・契約者の希望により施設の提供するレクリエーションやクラブ活動に参加し 

ていただくことができます。 

     ○利用料金：無料（活動内容が、特殊な場合は、実費を頂きます。） 

   ⑤複写物の交付 

    ・契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を 

    必要とする場合には実費をご負担いただきます。 

○単色複写１枚につき…１０円 ○カラー複写１枚につき…３０円 
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   ⑥日常生活上必要となる諸費用実費 

    ・日常生活品の購入代金等契約者の日常生活に要する費用で契約者に負担いた 

だくことが適当であるものにかかる費用を負担いただきます。 

    ・おむつ代は介護保険給付対象となっていますので負担の必要はありません。   

⑦契約書に定める所定の料金 

    ・契約者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了日から 

    現実に居室が明け渡された日までの期間に係る料金。 

    ※契約終了時点で支払うべき金額を日割り計算でお支払いいただく。 

       契約者が、要介護認定で自立又は要支援と判定された場合も同等。 

 

☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更す 

ることがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を 

行う２ヶ月前までにご説明します。 

 

 （３）利用料金のお支払い方法 

   前記（１）、（２）の料金・費用は、１ヶ月ごとに計算し、ご請求しますので、指 

  定期日までに以下の方法でお支払い下さい。 

  （１ヶ月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算し 

   た金額とします。） 

 

 ・原則、金融機関口座からの自動引き落とし 

 ・銀行振込 （ 振込先：（２）③ 参照 ） 

 

６．入所中の医療の提供について 
 

医療を必要とする場合は、契約者の希望により、下記の嘱託医による診療を受け、入 

院治療を必要とする場合には、近隣病院の中で契約者の希望される病院への入院の援助 

を致します。 

 

   ①嘱 託 医 

 医療機関の名称  森迫胃腸科内科   

 所  在  地   宮崎県東臼杵郡門川町須賀崎１丁目４０－１ 

 診  療  科   内科・消化器科 

  

②協力歯科医院 

 医療機関の名称  山下歯科医院   

 所  在  地   宮崎県日向市本町４－２ 

 診  療  科   歯 科 
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※当施設では、常時介護が必要で家庭での介護が困難な場合に在宅復帰を念頭にお 

きながら利用する生活施設です。病院等の医療機関とは違い、治療に関しては限界 

があります。 

    主治医を嘱託医へ変更されない場合は、原則、病院受診等は家族対応でお願いし 

   ます。 

   ※利用中の契約者の状態の変化については、こまめに報告させていただきます。時 

には、時間帯が早朝・深夜になる場合もあります。 

 

７．施設利用の留意事項 
 

  当施設のご利用にあたって、施設に入所されている契約者の共同生活の場としての快 

 適性、安全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

 

 （１）持ち込みの制限 

     入所にあたり、以下のもの以外は原則として持ち込むことができません。 

       ○日常生活に通常必要と思われる衣類や小物等で、居室の個人用収納スペース

に収まるもの。 

 （２）面  会 

    面会時間    午前９時 ～ 午後７時 

    ○面会者は、必ずその都度受付の面会カードを記入してください。 

    ○面会される際に食べ物を持ち込まれる場合には、職員までご連絡ください。 

    ○感染症等の状況により、契約者の安全のため、面会を一時的に制限させていた 

    だく場合があります。 

 （３）外出・外泊 

    外出、外泊をされる場合は、事前にお申し出下さい。 

 （４）食  事 

    食事が不要な場合は、前日までにお申し出下さい。前日までに申し出があった場 

   合で３食とも食べられなかった場合には、「食費」は請求いたしません。 

（５）施設・設備の使用上の注意 

    ○居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

    ○故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を 

壊したり、汚したりした場合には、契約者に自己負担により原状に復していただ   

くか、又は相当の代価をお支払いいただく場合があります。 

     ○契約者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認め 

られる場合には、契約者の居室内に立ち入り、必要な措置を取ることができるも 

のとします。但し、その場合、ご本人のプライバシー等の保護について、十分な 

配慮を行います。 

    ○当施設の職員や他の契約者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、

営利活動を行うことはできません。 
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 （６）汚染した衣類等の処分について 

    利用者の大量の嘔吐等で汚染した衣類等につきましては、感染症対策の観点より 

   原則処分させていただき、施設負担で同等の衣類等を購入させていただきます。つ 

きましては、思い出のある衣類等や高価な衣類等がありましたら、原則ご家族で保 

管をお願いします。 

    また、看取り時に施設でのエンゼルケア（旅立ちの準備）をご希望される場合も、 

   更衣前の衣類等につきましては、処分をさせていただきます。この場合は、施設負 

担での衣類等の購入は、免除させていただきます。 

（７）喫  煙 

    施設内の喫煙はできません。 

 

８．虐待の防止のための措置について 
 

  契約者の人権の擁護・虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、職員 

に対し研修を実施する等の措置を講じます。 

 

９．事故発生時の対応について 
 

当施設では、利用されている契約者に対して人権尊重の立場から原則、身体的拘束を 

行っていません。そのために、転倒等の事故発生のリスクが生じることが考えられます。 

当施設では、契約者の外出を実施しております。車の運転等事故防止に関しての配慮 

は行っておりますが、不慮の事故に遭遇する場合も考えられます。 

  契約者に対するサービス提供中に事故が発生した場合には、速やかに家族、市町村に 

連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 

10．緊急時等における対応方法について 
 

  契約者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに医師又はあらかじめ 

施設が定めた協力医療機関への連絡を行う等必要な措置を講じます。 

 

11．非常災害対策について 
 

    業務継続計画を策定し必要な措置を講ずるなど、非常災害に備えて、有事の際もサー 

ビスの継続的な提供に努めるとともに、避難、救出その他必要な訓練を実施します。 
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12．損害賠償について 
 
  当施設において、事業者の責任により契約者に生じた損害については、事業者は速や 

かにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

  ただし、その損害の発生について、契約者に故意又は過失が認められる場合で契約者 

の置かれた心身の状況を推察して相当と認められる場合には、事業者の損害賠償責任を 

減じる場合があります。 

 

13．残置物引取人 
 

  入所契約が終了した後、当施設に残された契約者の所持品（残置物）を契約者自身が 

引き取れない場合に備えて、「残置物引取人」を定めていただきます。 

  原則、身元引受人が残置物引取人も兼ねていただきます。 

  当施設は、「残置物引取人」に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。引渡 

しにかかる費用については、契約者又は残置物引取人にご負担いただきます。 

  ※入所契約締結時に残置物引取人（身元引受人）が定められない場合であっても、入  

所契約を締結することは可能です。 
 
14．サービス提供における事業者の義務 
 

  当施設では、契約者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

 

（１）契約者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮します。 

  （２）契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の 

うえ、契約者から聴取、確認します。 

（３）契約者が受けている要介護度認定の有効期間の満了日の３０日前までには、要 

介護度認定の更新の申請のための必要な援助を行います。 

（４）契約者に提供したサービスについて記録を作成し、２年間保管するとともに、 

契約者又は代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

（５）契約者に対する身体的拘束その他の行動を制限する行為を行いません。ただ 

  し、契約者又は他の契約者等の生命、身体を保護するために緊急やむを得ない場

合には、記録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束する場合があり 

ます。また、可能な限り契約者に対し身体的拘束を行わないように「身体的拘束 

適正化のための指針」を制定し、３ヶ月に１回以上「身体的拘束廃止委員会」を 

開催し、サービス従事者への教育・研修を行います。 

（６）事業者及びサービス従事者は、個人情報保護の適切な取り扱いに努めるととも 

に、サービスを提供するにあたって知り得た契約者又は家族等に関する事項を正 

当な理由なく、第三者に漏洩しません。 

    ただし、契約者に緊急な医療上の必要性がある場合や契約者の円滑な退所のため  

に援助を行う場合などあらかじめ文書にて同意を得て第三者に提供することがあ 

ります。   

10



15．契約締結からサービス提供までの流れ 
 

  契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所後作成す 

る「施設サービス計画（ケアプラン）」に定めます。 

  「施設サービス計画(ケアプラン)」の作成及び変更は次の通り行います。 

 

（１）当施設の介護支援専門員(ケアマネジャー)に施設サービス計画の原案作成やそ 

  のために必要な調査等の業務を担当させます。 

（２）その担当者は、施設サービス計画の原案について、契約者及びその家族等に対し 

て説明し、同意を得たうえで決定します。 

（３）施設サービス計画は、６ヶ月に１回、もしくは契約者及びその家族等の要請に応 

じて、変更の必要があるかどうかを確認し、変更の必要がある場合には、契約者及 

びその家族等と協議して、施設サービス計画を変更します。 

（４）施設サービス計画が変更された場合には、契約者に対して書面を交付し、その内 

容を確認していただきます。 

 

16．当施設を退所していただく場合（契約の終了について） 
 

  当施設との契約では契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下のよう 

 な事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事 

 項に該当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、契約者に退所していただく 

  ことになります。 

 

（１）要介護認定により契約者の心身の状況が要介護２以下と判定された場合 

（２）事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由によりホームを閉 

鎖した場合 

（３）施設・設備の重大な破損により、契約者に対するサービスの提供が不可能にな 

った場合 

（４）当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

（５）契約者から退所の申し出があった場合（中途解約・契約解除） 

    契約の有効期間であっても、契約者から当施設からの退所を申し出ることができ    

ます。その場合には、退所を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出くださ    

い。 

    ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することがで    

きます。 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②契約者が入院された場合 

③事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護老人福祉 

施設サービスを実施しない場合 

③事業者もしくはサービス従事者が個人情報保護法及び守秘義務に違反した場合 
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④事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により契約者の身体・財物・信 

用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が 

認められる場合 

⑤他の契約者が契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れ 

がある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

（６）事業者から退所の申し出を行った場合（契約解除） 

   以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただくことがあります。 

①契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意 

にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な 

事情を生じさせた場合 

②契約者による、サービス利用料金の支払いが６ヶ月以上遅延し、相当期間を定 

めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

    ③契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の

契約者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うこと

などによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

    ④契約者等による性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動によって、本契約  

を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

⑤契約者が介護老人保健施設等に入所した場合 

⑥契約者が連続して３ヶ月を超えて病院及び診療所又は介護療養型医療施設に入 

院すると見込まれる場合もしくは入院した場合 

  当施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通り 

です。 

    ア．検査入院等、６日間以内の短期入院の場合 

６日以内に退院された場合は、退院後再び施設に入所することができま 

     す。 

但し、入院期間中であっても、所定の利用料金をご負担いただきます。 

       １日あたり 所定単位(２４６単位)の自己負担分 ＋ 居住費  

イ．６日を越え３ヶ月以内の入院の場合 

   ３ヶ月以内に退院された場合には、退院後再び施設に入所することができま 

  す。この場合、７日目よりは居住費のみをいただきます。 

    入院時に予定された退院日よりも早く退院した場合等、退院時にホームの受 

  入準備が整っていない時には、併設されている短期入所生活介護の居室等をご 

  利用いただく場合があります。 

ウ．３ヶ月以内の退院が見込まれない場合 

３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合がありま 

す。この場合には、当施設に再び優先的に入所することはできません。 

（７）円滑な退所のための援助 

    契約者が当施設を退所する場合には、契約者の希望により、事業者は契約者の心 

   身の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を 

   契約者に対して速やかに行います。 
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 ○ 適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

 ○ 居宅介護支援事業者の紹介 

 ○ その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

17．苦情の受付について 
 

 （１）苦情の受付 

 

   当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

   ○ お客様相談窓口（苦情受付窓口） 

       [職名・氏名］ 特別養護老人ホーム永寿園   電話 0982-53-4007  

             生活相談員  川本 進也 

      受 付 時 間    月曜日～金曜日(祝祭日は除く) ９：００～１７：００ 

                         ※緊急時は、２４時間対応しております。 

 

 （２）第三者委員 

   

    ○ 壹岐 優子   中川 和也   山室 英樹   川越 直美 

 

 

 （３）その他の苦情受付機関 

 

      ○ 日向市健康長寿部高齢者あんしん課（日向市役所内） 

     電 話 番 号 ０９８２－５２－２１１１ 

         受 付 時 間 毎週月曜日 ～ 金曜日 ８：３０～１７：１５(閉庁日を除く) 

   ○ 宮崎県長寿介護課（宮崎県庁内） 

         電 話 番 号 ０９８５－２６－７０５８ 

         受 付 時 間 毎週月曜日 ～ 金曜日 ８：３０～１７：１５(閉庁日を除く) 

      ○ 宮崎県国民健康保険団体連合会 

         電 話 番 号 ０９８５－２５－４９０１ 

         受 付 時 間 毎週月曜日 ～ 金曜日 ８：３０～１７：１５(閉庁日を除く) 
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１．看取り介護に関する考え方 

  特別養護老人ホーム永寿園及び特別養護老人ホーム永寿園ユニット館（以下「永寿園」 

という。）で生活されている利用者が最期までその人らしく生活できるように看取り期 

においても「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」 

【厚生労働省作成】にもとづき、そのときが穏やかでやすらぎのある日々となるように 

支援します。 

 

２．以下の場合に看取り介護を行います。 

  ①利用者の意思が確認できる場合又は家族(身元引受人)あるいは成年後見人等（以下   

「家族等」という。）などの意思が明確である場合 

  ②利用者の意思が確認できない場合で家族等がいない場合は、医師又は第三者などの   

意見を踏まえて、永寿園で看取り介護を行うことがその利用者にとってもっとも良い   

と判断した場合 

 

３．医師が一般的に認められている医学的な知見に基づき判断し、その判断内容を利用者 

又は家族等へ説明を行い、文書にて同意を得た場合に看取り介護を開始します。 

 

４．食事や水分の経口摂取が困難になった場合に医療的ケア(例：胃瘻造設)を行うかの意 

思確認を行います。 

  永寿園における看取り期の医療行為は、医師の指示のもと、点滴投与や酸素投与があ 

ります。 

 

５．嘱託医及び看護職員との連絡体制 

  ①嘱託医の理解と協力により、24時間電話により指示を受ける体制を整えています。 

  ②看護職員が不在の時でも利用者の状態に変化があった場合には、看護職員へ連絡を   

とれる体制(オンコール体制)を整えています。利用者の状態に応じて、電話での指示   

又は永寿園での処置等の対応を行います。 

 

６．看取り介護開始後は、定期的にケアカンファレンスを行います。ケアカンファレンス 

の構成メンバーは、主治医(可能な限り)、家族等(可能な限り)、看護職員、介護職員、 

生活相談員、介護支援専門員、管理栄養士、管理者(可能な限り)、その他必要と思われ 

るメンバーで構成し、会議内容について議事録を作成します。 

 

７．家族等への情報提供を随時行います。その際に、看取り介護の継続又は方針の変更に 

ついての意思を確認します。求められれば、ケアカンファレンスの議事録の写しを提供

します。 

 

８．看取り介護計画書は、家族等からの要望やケアカンファレンスの内容に基づき、必要 

に応じ見直します。 
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９．穏やかな生活が維持できるように居室の設えを工夫し、家族等が面会時にくつろげる 

環境を整えます。看取り期の面会時間については柔軟に対応します。 

 

10．施設で最期を迎えた際に、エンゼルケア（新しい浴衣に更衣して利用者を送り出す対 

応）を希望される場合は、新しい浴衣の準備をお願いしています。エンゼルケア実施時

に着用していた衣類等につきましては、感染症対策の観点より原則処分させていただき 

ます。 

 

11．職員全員に対して、看取り介護指針や看取り介護に必要な知識及び技術向上に関する 

研修会を実施します。 

 

12．看取り介護における費用 

 

  ①死亡日以前の 31日以上 45日以下         ７２単位（１日あたり） 

  ②死亡日以前の４日以上 30日以下         １４４単位（１日あたり） 

  ③死亡日の前日および前々日            ６８０単位（１日あたり） 

  ④死亡した日                 １，２８０単位 

 

   最長４５日までの加算算定となります。（７，６０８単位／４５日） 

 

13．本指針の閲覧に関する基本方針 

  この指針は、利用者又は家族からの求めがあれば、いつでも閲覧可能です。 

 

14．指針の改訂 

  この指針は、必要に応じて改訂し、特別養護老人ホーム永寿園・特別養護老人ホーム 

永寿園ユニット館での看取りがより良いものになるように努めます。 

 

平成２１年 ４月 １日 改訂 

平成２７年 ４月 １日 改訂 

平成２９年 ７月 １日 改訂 

令和 ２年 ７月 １日 改訂 

令和 ３年 ４月 １日 改訂 

令和 ３年１０月 １日 改訂 
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特別養護老人ホーム永寿園及び特別養護老人ホーム永寿園ユニット館における 

 

利用開始時における看取り介護の希望確認書 

 

  特別養護老人ホーム永寿園及び特別養護老人ホーム永寿園ユニット館（以下「永寿園」 

という。）をご利用いただきありがとうございます。 

  職員一同、「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライ

ン」【厚生労働省作成】の内容を理解し、利用者の支援をさせていただきます。 

  その過程の中で、将来的に看取り介護が必要になってきた場合に備えて、永寿園での 

 「看取り介護指針」をご理解いただき、現時点での看取りについてのご意向を確認させ 

ていただきます。 

 

 以下の該当する項目に☑をつけてください。 

 

  □ 家族の希望する医療機関で看取りを希望します。 

 

  □ ご自宅に帰っての看取りを希望します。 

   

  □ 施設内での看取りを希望します。 

 

    その際には、エンゼルケア（新しい浴衣に更衣して利用者を送り出す対応）を 

 

      □ 希望します   □ 希望しません 

 

    エンゼルケア実施時に着用していた衣類等は 

 

      □ 処分してください  □ 持ち帰ります 

 

      ※旅立ちセット（約 5,000円）  □購入を希望する □購入を希望しない 

 

 ※その他ご希望があれば、ご記入をお願いします。 

 

 

 

  なお、将来、利用者及び家族の意向に変化がある場合は、その意向を尊重し、 

 支援させていただきます。 

  医師が看取り期と判断した場合は、再度意向を確認させていただきます。 
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１．身体的拘束廃止に関する考え方 

 

  身体的拘束は、利用者の生活の自由を制限するものであり、利用者の尊厳ある生活を 

 阻むものです。当施設では、利用者の尊厳と主体性を尊重し、拘束を安易に正当化する 

 ことなく職員一人ひとりが身体的・精神的弊害を理解し、拘束廃止に向けた意識をもち、 

 身体的拘束をしないケアの実施に努めます。 

 

 （１）介護保険及び障害福祉サービス指定基準の身体的拘束禁止の規定 

    サービス提供にあたっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他の利用者の行動を制限する

行為を禁止しています。 

 （２）緊急・やむを得ない場合の例外三原則 

    利用者個々の心身の状況を勘案し、疾病・障害を理解した上で身体的拘束を行わ

ないケアの提供をすることが原則です。しかしながら、以下の３つの要素のすべて

を満たす状態にある場合は、必要最低限の身体的拘束を行うことがあります。 

①切 迫 性：利用者本人または他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可 

能性が著しく高いこと。 

   ②非代替性：身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと。 

   ③一 時 性：身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること。 

    ※身体的拘束を行う場合には、以上三つの要件を全て満たすことが必要です。 

 

２．身体的拘束廃止に向けての基本方針 

 

 （１）身体的拘束の原則禁止 

    当施設においては、原則として身体拘束及びその他の行動制限を禁止します。 

 （２）やむを得ず身体的拘束を行う場合 

    本人又は他の利用者の生命又は身体を保護するための措置として緊急やむを得ず

身体的拘束を行う場合は身体的拘束廃止委員会を中心に充分に検討を行い、身体的

拘束による心身の損害よりも、拘束をしないリスクの方が高い場合で、切迫性・非

代替性・一時性の３要件の全てを満たした場合のみ、本人又は家族への説明同意を

得て行います。 

    また身体的拘束を行った場合は、その状況についての経過記録を行い、できるだ

け早期に拘束を解除すべく努力します。 

 （３）日常ケアにおける留意事項 

    身体的拘束を行う必要性を生じさせないために、日常的に以下のことに取り組み

ます。 

①利用者主体の行動・尊厳ある生活に努めます。 

   ②言葉や応対等で利用者の精神的な自由を妨げないよう努めます。 

   ③利用者の思いをくみとり、利用者の意向に沿ったサービスを提供し、多職種共同 

で個々に応じた丁寧な対応をします。 
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④利用者の安全を確保する観点から、利用者の自由（身体的・精神的）を安易に妨

げるような行動は行いません。 

    万一やむを得ず安全確保を優先する場合、身体的拘束廃止委員会において検討し 

ます。 

   ⑤「やむを得ない」と拘束に準ずる行為を行っていないか、常に振り返りながら利 

用者に主体的な生活をしていただける様に努めます。 

 

３．身体的拘束廃止に向けた体制 

 

 （１）身体的拘束廃止委員会の設置 

    当施設では、身体的拘束の廃止に向けて身体的拘束廃止委員会を設置します。 

①設置目的 

    ・施設内での身体的拘束廃止に向けての現状把握及び改善についての検討 

    ・身体的拘束を実施せざるを得ない場合の検討及び手続き 

    ・身体的拘束を実施した場合の解除の検討 

    ・身体的拘束廃止に関する職員全体への指導 

   ②身体的拘束廃止委員会の構成員 

        ・管理者 

        ・生活相談員 

    ・介護支援専門員 

    ・看護職員 

    ・機能訓練指導員 

    ・介護職員 

     ※上記の職種の内、委員会開催時に参加可能な者で構成する。 

   ③身体的拘束廃止委員会の開催 

     特別養護老人ホーム永寿園・ユニット館及び永寿園グループホームひむかてら 

すにおいては３ヶ月に１回以上、それ以外の事業所においては、必要な場合にそ 

の都度開催します。 

     上記にかかわらず、特養ホーム・ひむかてらすにおいても必要時は随時開催し 

    ます。 

    ・虐待防止委員会など、関連性のある委員会と一体的に開催する場合があります。 

    ・急な事態（数時間以内に身体的拘束を要す場合）は、生命保持の観点から多職

種共同での委員会が開催できない事が想定されます。その為、意見を聞くなどの

対応により各スタッフの意見を盛り込み検討します。 

 （２）身体的拘束等適正化担当職員 

     特別養護老人ホーム永寿園・ユニット館・・・特養グループ統括主任 

     永寿園グループホームひむかてらす  ・・・管理者 

     永寿園デイサービスセンター     ・・・管理者 

     永寿園介護支援センター       ・・・管理者 

     日向市中央地域包括支援センター   ・・・管理者 
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４．やむを得ず身体的拘束を行う場合の対応 

 

  本人又は利用者の生命又は身体を保護する為の措置として緊急やむを得ず身体的拘 

 束を行わなければならない場合は、以下の手順に従って実施します。 

 

 （１）カンファレンスの実施 

    緊急やむを得ない状況になった場合、身体的拘束廃止委員会を中心として、各 

   関係部署が集まり、拘束による利用者の心身の損害や拘束をしない場合のリスク 

   について検討し、身体的拘束を行うことを選択する前に①切迫性②非代替性③一 

   時性の三要素の全てを満たしているかどうかについて検討・確認します。 

    要件を検討・確認した上で身体的拘束を行うことを選択した場合は、拘束の方 

   法、場所、時間帯、期間等について検討し本人・家族に対して説明します。 

    また、廃止に向けた取り組み改善の検討会を早急に行い、実施に努めます。 

 （２）利用者本人や家族に対しての説明 

    身体的拘束の内容・目的・理由・拘束時間又は時間帯・期間・場所・改善に向 

   けた取り組み方法を詳細に説明し、充分な理解が得られるように努めます。 

    また、身体的拘束の同意期限を越え、なお拘束を必要とする場合については、 

   事前に契約者・家族等と行っている内容と方向性、利用者の状態などを確認説明 

   し、同意を得たうえで実施します。 

 （３）記録と再検討 

    法律上、身体的拘束に関する記録は義務付けられており、専用の様式を用いて 

   その様子・心身の状況・やむを得なかった理由などを記録する。身体的拘束の早 

   期解除に向けて、拘束の必要性や方法を随時検討します。 

    その記録は２年間保存します。  

（４）拘束の解除 

   （３）の記録と再検討の結果、身体的拘束を継続する必要がなくなった場合は、 

   速やかに身体的拘束を解除します。その場合には、契約者、家族に報告いたしま 

   す。 

    なお、一旦、その時の状況から試行的に身体的拘束を中止し必要性を確認する 

   場合がありますが、再度、数日以内に同様の対応で身体的拘束による対応が必要 

   となった場合、家族等に連絡し経過報告を実施するとともに、その了承のもと同意   

書の再手続なく生命保持の観点から同様の対応を実施させていただきます。 

 

＜身体的拘束禁止の対象となる具体的な行為＞ 

①徘徊しないように、車椅子やイス・ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

   ②転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

   ③自分で降りられないように、ベッド柵（サイドレール）で囲む。 

   ④点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。 

   ⑤点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、または、皮膚をかきむしらない 
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   ように、手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける。 

   ⑥車椅子・イスからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型拘束帯や 

   腰ベルト、車いすを必要以上にテーブル等に近づける。 

   ⑦立ち上がる能力のある人に対し立ち上がりを妨げるような椅子を使用する。 

   ⑧脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。 

   ⑨他人への迷惑行為を防ぐ為に、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。 

   ⑩行動を落ち着かせるために、抗精神薬を過剰に服用させる。 

   ⑪自分の意志で開けることのできない居室等に隔離する。 

 

５．身体的拘束廃止に向けた各職種の役割 

 

  身体的拘束の廃止のために、各職種の専門性に基づくアプローチから、チームケアを 

 行うことを基本とし、それぞれの果たすべき役割に責任をもって対応します。 

 

６．身体的拘束廃止・改善のための職員教育・研修 

 

  介護に携わる全ての従業員に対して、身体的拘束廃止と人権を尊重したケアの励行を 

 図り職員教育を行います。 

①職員採用時の研修 

   ②定期的な研修の実施 

    （年２回以上） 

      特別養護老人ホーム永寿園・ユニット館 

      永寿園グループホームひむかてらす 

    （年１回以上） 

      上記以外の事業所 

   ③その他必要な教育・研修の実施 

 

７．本指針の閲覧に関する基本方針 

 

  この指針は、利用者又は家族からの求めがあれば、いつでも閲覧可能です。 

 

８．指針の改訂 

 

  この指針は、必要に応じて改訂し、地域ケアステーション永寿園内で身体的拘束等が 

行われない体制が構築できるように努めます。 

令和 ６年 ７月 １日：改訂 
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「眠りＳＣＡＮ ｅｙｅ」使用マニュアル20250401 

 

 特別養護老人ホーム永寿園、特別養護老人ホーム永寿園ユニット館は、 

「眠りＳＣＡＮ ｅｙｅ」を下記の要綱で使用します。 

 

記 

 

１．「眠りＳＣＡＮ ｅｙｅ」の使用目的 

 契約者の事故予防、事故発生時の早期発見及び早期対応 

 録画画像の活用による事故原因の分析及び再発防止策の検討 

 

２．「眠りＳＣＡＮ ｅｙｅ」の設置居室数 

 特別養護老人ホーム永寿園       41室中19室 

 特別養護老人ホーム永寿園ユニット館  40室中26室 

  

３．対象利用者の決定 

   対象契約者については、ケア会議等において検討し、決定します。 

    

※重要事項説明書抜粋※ 

    居室の変更：契約者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状 

況により施設でその可否を決定します。また、契約者の心身の状況に 

より居室を変更する場合があります。その際には、緊急の場合を除き、 

契約者や家族等へ事前に連絡します。 

 

４．確認方法 

  パソコン及びスマートフォンにて確認 

 

５．データの管理 

   録画画像を約３日間保存します。 

 

６．画像の利用制限 

  画像の利用は、「眠りＳＣＡＮ ｅｙｅ」の使用目的の範囲で行います。 

   画像から知り得た情報の使用等については、個人情報保護規程に準じます。 

 

令和７年４月１日：作成 
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１．算定する加算とその根拠

(１)

(２)

(３)

(４)

体　制
介護福祉士を常勤換算方法で、入所者の数が６又はその端数を増

すごとに１名以上配置すること

看護体制加算（Ⅰ）イ

要　件 入所定員が30人以上50人以下であること・・・定員40人

体　制

①夜勤時間帯に職員の人員配置が基準より１名以上多く配置

していること

②夜勤時間帯を通じて、看護職員又は喀痰吸引等業務の可能な

介護福祉士を配置していること

日常生活継続支援加算（Ⅰ）

要　件
過去１年間もしくは６ヵ月の新規入所者数の総数のうち、要介護

が４もしくは５の占める割合が70％以上であること

夜勤職員配置加算（Ⅲ）イ

要　件 入所定員が30人以上50人以下であること・・・定員40人

特別養護老人ホーム永寿園

重 要 事 項 説 明 書 別 表

令和７年４月１日改定

体　制 常勤の看護師を１名以上配置すること

看護体制加算（Ⅱ）イ

要　件 入所定員が30人以上50人以下であること・・・定員40人

体　制

①事業所の看護職員の数が常勤換算方法で、利用者の数が25又は

その端数を増すごとに１以上配置し、指定介護老人福祉施設に置

くべき看護職員数に１を加えた数以上配置すること

②24時間連絡ができる体制を整えること
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(５)

(６)

(７)

(８)

２．サービス利用料金（１日あたり）

(１)

安全対策体制加算

要　件 安全対策に係る担当者が外部の研修をうけていること

体　制 組織的に安全対策を実施する体制が整備されていること

要　件

体　制
②看護職員と24時間連絡がとれる体制を整えること

ることから介護を必要とする認知症の入所者(認知症高齢者の日

常生活自立度においてⅢ、Ⅳ又はＭが該当)の占める割合が入所

者総数の２分の１以上であること

科学的介護推進加算（Ⅰ）

要　件
入所者ごとの基本情報を厚生労働省に提出すること

看取り介護加算（Ⅰ）

看取りに関する指針を定め、入所の際に入所者又はその家族に対

して当該指針を説明し、同意を得ること

①常勤の看護師を１名以上配置すること

　第１段階 ３８０円 ３００円

　第２段階 ４８０円 ３９０円

必要に応じて上記情報をサービス提供に活用すること

居住費、食費

利用者負担段階 居 住 費 食　　費

　第４段階

③多職種で適宜、看取りについての指針を見直しを行うこと

④看取りについての職員研修会を開催すること

　第３段階（１） ８８０円 ６５０円

　第３段階（２） ８８０円

体　制
対象者が20人以上の場合、認知症介護実践リーダー研修修了者
が、19人を超えて10人またはその端数を増すごとに１人以上配置

認知症専門ケア加算（Ⅰ）

要　件

日常生活に支障をきたす恐れのある症状もしくは行動が認められ

１，２３１円 １，４４５円

※第１段階から第３段階の利用者に適用される補足給付（特定入所者介護
サービス費）を勘案した金額

１，３６０円
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(２)

(３)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
月
単
位

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

(４)

①

②

１
日
あ
た
り

介護福祉施設サービス費（Ⅰ）※入所定員が30人以上の従来型個室

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

５８９ ６５９ ７３２ ８０２ ８７１

看護体制加算（Ⅱ）イ １３

夜勤職員配置加算（Ⅲ）イ ２８

加算関係

加算内容 単位数

日常生活継続支援加算（Ⅰ） ３６

看護体制加算（Ⅰ）イ ６

　死亡日以前４日以上30日以下 １４４

　死亡日の前日及び前々日 ６８０

　死亡日 １,２８０

認知症専門ケア加算（Ⅰ） ３

看取り介護加算（Ⅰ）

　死亡日以前31日以上45日以下 ７２

退所後訪問相談援助加算 ４６０

退所時相談援助加算 ４００

退所前連携加算 ５００

初期加算（入所日から起算して30日間算定） ３０

安全対策体制加算（入所時に１回のみ） ２０

退所前訪問相談援助加算 ４６０

科学的介護推進加算（Ⅰ） ４０

　※加算の①～⑨は、職員の体制等により算定しない場合があります。

入院又は外泊された際の利用料金

６日以内の場合 所定単位数（２４６単位）＋居住費

７日以上の場合 居住費

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 注）１

　注）１：月の利用単位数の合計に1,000分の140を乗じた数
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３．社会福祉法人等における利用者負担軽減制度について

(１)

(２)

４．その他

(１)

(２)

(３)

となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。

(４)

②　預貯金等の額が単身世帯で350万円、世帯員が１人増えるごとに

　100万円を加算した額以下であること

③　日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと

④　負担能力のある親族等に扶養されていないこと

⑤　介護保険料を滞納していないこと

　軽減の程度

　軽減の対象者

　市町村民税世帯非課税であって、次の要件を全て満たす者のうち、

その者の収入や世帯の状況、利用者負担等を総合的に勘案し、生計が

困難な者として市町村が認めた者

①　年間収入が単身世帯で150万円、世帯員が1人増えるごとに50万円

　を加算した額以下であること

　ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用

料金の全額をいったんお支払いいただきます。要介護認定を受けた後、

自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます。（償還払い）

　償還払いとなる場合、ご契約者が保険給付の申請を行うために必要

　介護報酬改定により単位数が変更になった場合は、その単位数に

変更させていただきます。

　利用者負担の１／４（老齢福祉年金受給者は１/２）を原則とし、

申請者の収入や世帯の状況、利用者負担等を総合的に勘案して、

市町村が個別に決定します

　１単位は、１０円です。

　介護保険の給付の対象となるサービスの大部分は、介護保険から支

給され、利用者の負担割合は、原則、１割～３割の範囲です。
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※身元引受人の場合 続柄 （　　　　　　　）

説明者職名　　　　　　　　　　　　　氏名　

　　　私は、本書面に基づけて事業者から重要事項等の説明を受け、指定

　　介護老人福祉施設サービスの提供開始に同意しました。

　　　また、指定介護老人福祉施設サービスが円滑に提供されるために、

　　緊急な医療上の必要性がある場合やご契約者の円滑な退所のために

　　援助を行う場合、サービス担当者会議等で私又は家族等の個人情報が

令和　　　年　　　月　　　日

　　　指定介護老人福祉サービスの提供に際し、本書面に基づき重要事項

　　の説明、「看取り介護指針」「身体的拘束適正化のための指針」及び

　　個人情報の使用についての説明を行いました。

指定介護老人福祉施設　特別養護老人ホーム永寿園

□身元引受人(代筆者)氏名　　□後見人等(代筆者)氏名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

□身元引受人(代筆者)住所　　□後見人等(代筆者)住所　

　　用いられることに同意しました。

　　　私は、「眠りＳＣＡＮ　ｅｙｅ」の使用について

　　　□同意します。　　□同意しません。

契約者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

契約者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

29


	3従来型重説250401
	4看取り介護指針211001
	5身体的拘束適正化のための指針240701
	6眠りＳＣＡＮ ｅｙｅ使用マニュアル250401
	7従来型重説別表250401
	別表




